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（年度） H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
小学校 13，71014，769 15，786 16，569 19，498 20，76526，01726，04726，37326，511 25，869
中学校 58，42160，03961，663 65，022 74，853 84，701101，675 104，180 107，9131 2，21 105，383




（年度） H4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
小学校 0．15 0．170．18 0．20 0．24 0．26 0．34 0．350．36 0．360．36


































区分 小学1 小学2 小学3 小学4 小学5小学6 中学1 中学2 中学3
14年度不登校数 1，3342，2033，1534，486 6，397 8，18922，627 36，90543，951
うち前年度から継続 759 1，222 1，9312，8314，1607，65519，65729，276


































































































































































年度 総数 育成相談総数 構成比 不登校相談数 構成比 施設入所 入所率
S53 1978 251，771 67，918 27．0％ 4，840 L9％ 396 8．2％
S54 1979 249，429 65，048 26．1％ 4，689 1．9％ 365 7．8％
S55 1980 249，168 61，788 24．8％ 4，807 1．9％ 406 8．4％
S56 1981 251，853 58，671 23．3％ 5，088 2．0％ 412 8．1％
S57 1982 254，384 57，39922．6％ 5，596 2．2％ 438 7．8％
S58 1983 249，090 54，85422．0％ 5，643 2．3％ 487 8．6％
S59 1984 249，402 55，805 22．4％ 6，267 2．5％ 451 7．2％
S60 1985 252，049 56，884 22．6％ 6，362 2．5％ 472 7．4％
S61 1986 249，791 58，401 23．4％ 6，900 2．8％ 508 7．4％
S62 1987 249，046 57，434 23．1％ 7，209 2．9％ 524 7．3％
S63 1988 249，949 56，481 22．6％ 7，427 3．0％ 507 6．8％
HO1 1989 259，853 60，87823．4％ 8，378 3．2％ 526 6．3％
HO2 1990 275，378 62，512 22．7％ 13，933 5．1％ 587 4．2％
HO3 1991 275，135 60，725 22．1％ 14，210 5．2％ 531 3．7％
HO4 1992 276，416 61，67522．3％ 15，117 5．5％ 485 3．2％
HO5 1993 280，728 62，561 22．3％ 14，419 5．1％ 475 3．3％
HO6 1994 291，248 66，20722．7％ 15，728 5．4％ 431 2．7％
HO7 1995 312，987 74，48723．8％ 16，600 5．0％ 412 2．5％
HO8 1996 317，455 73，76023．2％ 16，828 5．3％ 349 2．1％
HO9 1997 326，515 70，99521．7％ 16，015 4．9％ 337 2．1％
H10 1998 336，241 70，881 21．1％ 15，211 4．5％ 269 1．8％
H11 1999 347，833 69，10819．9％ 13，136 3．8％ 195 1．5％
H12 2000 362，655 68，32418．8％ 12，296 3．4％ 176 1．4％
H13 2001 382，016 67，56817．7％ 11，470 3．0％ 167 1．5％
H14 2002 398，552 63，85516．0％ 10，234 2．6％ 139 1．4％






















































































































1991年 66，525 133 3，562 5．4％ 一
1992年 71，776 225 5，444 7．6％ 一
1993年 74，432 372 5，996 8．1％ 一
1994年 77，028 472 5，603 7．3％ 一
1995年 81，038 542 6，574 8．1％ 122
1996年 93，667 698 8，144 8．7％ 434
1997年 104，727 714 9，529 9．1％ 840
1998年 126，022 804 12，168 9．7％ 1，368
1999年 128，431 883 13，08910．2％ 1，698 58，242 498，423
2000年 132，349 928 13，88010．5％ 1，900 62，539 554，330
2001年 136，630 991 14，29610．5％ 4，131 56，614 586，643






























































































































































































































































































































































































































































































































































































（年度） 1998年 1999年2000年 2001年 2002年
教育支援センター 12，168 13，089 13，880 14，296 14，365
教育センター等 13，00010，613 10，633 10，435 9，479
児童相談所・福祉事務所 8，695 8，3528，266 8，180 7，678学校外
保健所・精神保健福祉センター 661 651 845 914 903
病院、診療所 7，889 8，049 8，639 9，167 8，645
上記以外 4，420 3，880 3，922 4，150 4，017
養護教諭 一 18，14622，232 25，04324，151学校
スクールカウンセラー、心の相談員 一 24，04132，13436，51137，129
文部科学省統計より筆者作成
　・保護者に対しても、「無責任な放任や過保護
　　・過干渉、育児への不安、しつけへの自信喪
　　失など、家庭の教育力の低下が指摘されてい
　　る」と否定的な認識を示した上で、「学校に
　　通わせることが絶対ではないとの保護者の意
　　識の変化等」について暗に批判している。
　・不登校との関連で新たに指摘されている課題
　　として、学習障害（LD）、注意欠陥／多動性
　　障害（ADHD）が不登校に至る事例が少なく
　　ないこと、親のネグレクトと考えられる登校
　　禁止の事例があったことなど、やはり発達障
　　害という子ども自身の問題や親の問題を強調
　　している。
　・社会的自立のための学校教育の意義・役割を
　　強調し、前回報告書で見られた学校要因によ
　　る不登校についての指摘がなくなったこと。
　・援助としての「待つ」ことを批判し、「働き
　　かけること」「関わりを持つこと」を強調し
　　ている。
　今回の報告書は、早くもパンフレット「不登校
への対応に当たって」が2003年6月に作成され、
各学校に配布された。今後、『生徒指導資料』に
より更なる趣旨徹底が図られることになるであろ
う。これに合わせる様に2002年度に不登校数が減
少に転じたことがマスコミを通じて大々的に報道
された。学校現場や地域において不登校の子ども
と、その家庭が再び問題視される傾向を強め、登
校に向けての指導が強化されることによって追い
詰められるようなことがないよう注視しなければ
ならない状況に入ったといえよう。
　（2）現在の中心的な不登校施策
　①教育相談センター
　教育委員会が所管する教育センター等の教育相
談機関は2002年現在で都道府県所管が235箇所、
市町村所管が1，968箇所設置されている。年間の
相談件数はそれぞれ、144，735件、640，097件で
あった。設置数、相談件数とも都道府県は減少、
市町村は増加傾向にある。これらの相談のうち、
不登校に関する相談は極めて多く、2002年度の都
道府県所管においては、小学生に関しての26．9％、
中学生に関しての44．1％を占めている19｝。
　この教育相談センターについては先にふれた
1992年の報告書において、不登校相談における役
割が強調され、退職教員がほとんどである相談職
員の体制を整備する必要が訴えられている。しか
しながら、適応指導教室が順次整備されるに従
い、不登校相談件数は減少してきている（表
6）。
　②適応指導教室
　適応指導教室は「学校生活への復帰を支援する
ために様々な指導・援助を行う」ことを目的とし
て、基本的に学校外に都道府県あるいは市町村の
教育委員会により設置される。1990年度から全国
26箇所に委託設置され始め、2002年度には全国に
1，031箇所となり、年間利用者14，365人となり、
あっという間に教育センターや児童相談所を抜い
て学校外施設で最も不登校の利用者が多くなっ
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た。ただし、1992年の報告書において既に、「指
導員は退職した管理職が多いが、登校拒否問題や
教育相談についての指導や対応の経験の程度はま
ちまちであり、このため教科指導にのみウェート
が置かれ、教育相談的対応が不十分なケースもみ
られる」との指摘があった。それにも拘らず利用
者が伸びる大きな要素は、通所すれば学校の“出
席扱い”になるという点が多かったのではないだ
ろうか。このことが子どもと親の不安を和らげる
意味は大きかったであろう。2002年の報告書では
この適応指導教室更に積極的な設置を進めること
がうたわれ、「教育支援センター」と改称した上
で不登校児指導の拠点施設及び地域資源のネット
ワークの中核に位置づける方向が示されている。
　③スクーリング・サポート・ネットワーク
　　（SSN）事業
　2003年度の予算事業として新規に立ち上げられ
た、不登校時の早期発見・早期対応のためのネッ
トワーク事業である。この中で適応指導教室（教
育支援センター）をスクーリング・サポート・セ
ンター（以下SSC）として位置づけ、学校・家
庭・関係機関が連携した地域ぐるみのサポートシ
ステムが目指されている。初年度として、広域
SSC（都道府県・指定都市）60箇所、地域SSC
400箇所を整備する予算が計上されている。
　④スクールカウンセラー、心の教室相談員
　スクールカウンセラーは1995年度からモデル的
に配置が始まり、2003年度の配置目標は7000校に
なっており、将来的には中学校には全校配置が目
指されている。ただし、1校あたりの勤務は週8
時間であり、つまりは週1日しかいない基準と
なっている。その隙間を埋めるために、1998年度
からは退職教員などを中心に心の教室相談員を委
嘱し、中学校に配置し気軽に悩み事が話せ、スト
レスが解消できるような体制を整備してきてい
る。
　2003年の報告書ではスクールカウンセラーに極
めて大きな効果を認めているが、以下のような注
文がつけられている。
　「校長のリーダーシップの下、児童生徒への対
　応を考える上で必要な情報については、プライ
　バシー等に配慮しつつ関係教職員と共有し、連
　絡を密にすることや、児童生徒のほうから相談
　に来ることをただ待つのみならず、場合によ
　り、学級担任や養護教諭等から得た情報を基
　に、不登校に関する取組に積極的に関わってい
　く姿勢が求められる」
　子どもがスクールカウンセラーに打ち明けた話
が、校長の指揮の下で教職員に共有されてしまう
としたら、安心して悩み事を話せるだろうか。大
きな疑問が生じるところである。
5．教育分野と社会福祉分野の縦割りから
生じる課題
　以上見てきたように不登校の子どもたちを巡っ
て、児童相談所を中心とした児童福祉施策と、学
校教育施策は各々全く別系統で進んできた。両者
が連携を取るにしても、児童相談所は学校コンサ
ルテーションといい、一方で教育委員会ではス
クーリング・サポート・ネットワークといい、お
互いに主導権は譲らない。また、教育行政におけ
る不登校相談体制が整うにつれ、児童相談所の相
談受理件数は減少の一途をたどっている（図
2）。教育側の寡占と、福祉側の放棄と言ったら
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いいすぎであろうか。
　かつて右田が指摘したことが未だ実現されない
のはどういうことだろう。
　「主体の全面的発達を保障促進するため、①児
　童そのもの、②児童の生活基盤としての家庭、
③家庭の営みの場としての地域社会に対する施
　策・制度が、児童を中心に包括的に体系化され
　なければならない。したがって、児童・家庭・
　地域社会を切断させるような制度体系ではな
　く、領域的に見て少なくとも福祉・教育・医療
　の三領域が密接に関連しながら包括的に問題に
　対応する制度やサービスの体系化・組織化がな
　されなければならない」ge）
　官僚や専門家が、自分のセクション・領域の中
でいかに深く考えてもこの問題の解消は見られな
いだろう。ここで最も必要とされるのは、不登校
というのは教育あるいは福祉の施策上の問題では
なく、本質的にはその経験をする子ども自身の人
生の問題であるという認識ではなかろうか。
　教育と福祉の断絶は古くから指摘されてきてい
る問題である。旧来から教育福祉論を主張してき
ている小川は21）「教育福祉は、今日の社会福祉と
りわけ児童福祉サービスのなかに、実態的にはき
わめて陵昧なままに放置され、結果的には軽視さ
れ剥奪されている子ども・青年さらに成人の学習
権・教育権保障の体系化を目指す概念である」と
述べており、教育福祉の概念が学習権・教育権の
保障にターゲットを縛った教育学サイドからの福
祉サイドへの投げ掛けであることが示されてい
る。また、主なる対象として「保育一元化問題や
障害者・夜間中学・被差別部落問題、さらに養護
や教護の問題など、教育と福祉をめぐる問題」を
あげており、「社会福祉とくに児童福祉のサービ
ス対象とされている要保護児童のうえに端的にあ
らわれている」と問題提起している。このことか
ら教育福祉論の対象は主には要保護児童と認識さ
れており、ウェルフェアからウェルビーイングへ
と転換しつつある、現在の児童福祉の枠組み以前
に想定されたものであることが推察される。これ
に関して鈴木は、「教育福祉論における80－90年
代の空白をどう埋めるのか」n）との表現をしてい
る。従って、国連子どもの権利委員会が反省を促
しているニーズ基盤型アプローチee）に依拠する論
と解釈することが可能であろう。この意味で、国
連子どもの権利委員会が提起する権利基盤型アプ
ローチつまり、教育及び福祉全体を包括した子ど
もの権利保障に議論は発展していないと見える。
　不登校という子どもからのメッセージを受け止
めたとき、「学校福祉」2‘）という視座を持ち、その
方法論としてのスクールソーシャルワークの導入
を目指すことがやはり重要であろう。「学校福
祉」の対象は学校に所属する全ての子どもであ
り、従って義務教育年齢においては全ての子ども
である。時間的にも、空間的にも、また人間関係
においても、価値観に関しても、学齢期にある子
どもの生活の要素を大きくえぐり取る“学校”と
いう社会制度に対して、福祉の観点から課題点を
洗い出し、取り組むことが子どもの権利保障の点
から不可欠と言えよう。しかしながら、許斐が再
三指摘するように「学校あるいは教育の問題に厚
生省を立ち入らせないという文部省の強い姿勢を
推察することができる。厚生省が少しでも教育の
問題に触れようとすると、常に文部省との軋礫が
生じる」25）という事態の改善は未だ見られていな
い。理念上の空中戦に留まらず、子どもの現実と
それに取り組み実践の営みの中から、今後の「学
校福祉論」の積み上げ及び、スクールソーシャル
ワーク実践の進展を図っていかなければならな
いo
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